
2024年度夏季の電力需給対策について

２０２４年６月３日

資源エネルギー庁
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本日の御議論

⚫ 2024年度夏季の電力需給の見通しについて、電力広域的運営推進機関において、
直近の電源トラブル等の状況を踏まえた「電力需給検証報告書」が、５月22日に取り
まとめられた。

⚫ 報告書によると、10年に一度の厳しい暑さを想定した猛暑H1需要に対し、 全エリアで
安定供給に最低限必要な予備率3％を確保できる見通し。 

⚫ 本日の小委員会では、最新の今夏の電力需給見通しについて御報告するとともに、今
夏に向けた対策について御議論いただく。

⚫ 併せて、電力需給の運用に関して、以下の変更について御議論いただく。

①冬季需給検証における北海道エリアの稀頻度リスク評価

②2024年度以降の需給運用



１．2024年度夏季の電力需給対策

２．北海道エリアの稀頻度リスク評価

３. 2024年度以降の需給運用



総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会
電力・ガス基本政策小委員会
（資源エネルギー庁）

需給見通しの確認
及び

需給対策の検討
６/3（本日）開催

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（電力広域的運営推進機関）需給見通しの策定 ５/22 報告書

電力需給の見通しの確認及び対策の検討

政府による需給対策の決定・公表

⚫ 東日本大震災以降、電力需給に万全を期すため、毎年度、全国の電力需要が高まる
夏（7月～9月）と冬（12月～3月）の前に、電力広域的運営推進機関において、電
力需給の検証を実施。

⚫ 今年度は、電力広域的運営推進機関の専門委員会の審議を経て、５月22日に2024
年度夏季の電力需給見通しが取りまとめられた。

⚫ 本日は、最新の2024年度の電力需給見通しの内容を御報告した上で、夏季の需給対
策について御議論いただく。
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2024年度夏季の電力需給見通し
⚫ 今夏の電力需給の見通しにおいて、 10年に一度の厳しい暑さを想定した電力需要に対する最
小予備率は、すべてのエリアで最低限必要な３％を上回る一方、北海道、東北、東京エリアの
７月の最小予備率は４.１％と低くなっている。

⚫ このうち、特に東京エリアにおいては、トラブル停⽌のリスクが⾼い、運転開始から40年以上経過し
ている⽼朽⽕力が供給力の約１割※1 を占めていることに加え、多くの⽕力発電所が東京湾岸に
集中※2するなど、一定のリスクがある状況が継続している。

 ※1 東京エリアにおける⽕力発電所のうち、2024年度夏季予備率最小の7月の供給力全体に対する⽼朽⽕力の割合
 ※2 ⽕力発電所計約3,000万kWが東京湾岸に集中

（2024年５月29日時点）
厳気象H1需要に対する最小予備率

（出典）
左図：第96回（2024年３月19日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料３
右図：電⼒広域的運営推進機関にて計算

＜３月19日時点＞ ＜現時点＞

エリア 7月 8月 9月
北海道 4.4 10.5 16.2
東北 8.２

8.７

11.9

東京 5.7
中部

10.3 10.6
北陸
関西
中国
四国
九州 13.2 14.8 14.5
沖縄 34.0 35.8 35.1

エリア 7月 8月 9月
北海道

4.1
10.5 16.2

東北
8.0

11.8東京
中部

10.4

10.6
北陸

12.2 13.8
関西
中国
四国
九州 13.2 14.8 14.5
沖縄 34.0 35.8 35.1
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【参考】夏季の最大需要発生時の予備率見通しの推移

（出典）電力需給検証報告書等を基に資源エネルギー庁作成

※直近２年分については７・８月分を記載

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
2023 2024

7月 8月 7月 ８月

北海道 8.7% 20.2% 14.7% 17.6%

4.7％

9.7% 23.9% 12.5%
5.2％

7.6%
4.4% 9.7％

東北 5.5% 7.3% 11.5%
3.8% 6.4%

3.8%
4.4%

7.9%
9.4％

東京 11.0% 8.1% 3.5% 3.1％ 4.8% 4.9%

中部 4.9% 6.7% 3.0%

8.4% 5.0% 8.1%

9.8％

11.7％

10.9% 12.4％

北陸 6.4% 11.1% 4.3%

11.9%
関西 3.0% 8.2% 8.1%

中国 7.9% 13.0% 23.0%

四国 12.1% 5.8% 19.2% 11.2％ 14.4%

九州 3.0% 13.9% 9.3% 6.8% 9.8％ 11.9% 18.1％ 18.3％

数値目標なし節電要請 省エネ・節電の呼びかけ 数値目標なし節電要請 数値目標なし節電要請
（東京エリア）
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【参考】停止中の主な発電設備の状況
⚫ 停⽌中の発電設備の復旧見通し等は以下の通り。

主要な発電機における供給力の変化要因
補修等に伴う停⽌期間（3月時点）

補修等に伴う停⽌期間（現時点）

※ 表に記載した発電機の他にも事業者の需給対策やトラブル等により補修計画が変更された発電機があり、需給バランスに反映している。

エリア
発電所名・号機
（電源種別）

出力
(送電端)[万kW]

2024年度
停⽌・稼働理由

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

東北
原町
(⽕力)

２号 － 94.8 設備不具合※１

東京 川崎
（⽕力）

１号
１軸

ー 49.０ 発電機関連設備※１

中部

知多
(⽕力)

５号 － 67.９ 定期検査※１

上越
（⽕力）

２号
２軸

ー 58.５ ボイラ関連設備※１

武豊
（⽕力）

５号 ー 101.３ 燃料搬送ベルトコンベアトラブ
ル

北陸

七尾大田
（⽕力）

１号 ー 47.1 能登半島地震による設備故
障

七尾大田
（⽕力）

２号 ＋ 66.1 発電機復旧

関西 ⾼浜
（原子力）

４号 ＋ 83.9 発電機並列

四国 電発橘湾
（⽕力）

１号 ー 99.2 ⾼温再熱蒸気管リーク補修

8/18 ～ ９/26（出力ハーフ）

4/23 ～ 未定

1/1 ～ 未定

（出典）第97回（2024年５月21日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料１、電力広域的運営推進機関提供資料等を基に資源エネルギー庁作成

２/15 ～ 2025年2/28

２/15 ～ 未定

12/26 ～ 未定

発電機並列

1/1 ～ 未定

12/16 ～ 4/26

発電機復旧

※１ 発電情報公表システム（HJKS）から引用

1/31 ～ 未定

1/1 ～ 5/10

５/21 ～7/29 ９/１ ～12/６

3/5 ～8/6

※太字は３月以降に判明した発電機作業の復旧、トラブル停⽌等
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【参考】2023年度と2024年度の供給力・需要の比較（7月）

⚫ 2024年度7月の供給力は23年度に比べて北海道、東京、九州、沖縄の4エリアで増
加。

⚫ 北海道エリアにおける2024年度の7月の猛暑H1需要見通しは、2023年度夏季の
見通しを上回った（夏季最大488万kW）ことを踏まえ、17万kW増加。

単位【万kW】 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

2023年7月の供給力※1 493 1,469 6,114 2,868 571 3,189 1,201 588 1,807 209 

2024年7月の供給力※1 507 1,458 6,177 2,832 550 3,110 1,188 566 1,908 217

増減 ＋14 ▲11 ＋63 ▲36 ▲21 ▲79 ▲13 ▲22 ＋101 ＋８

供給力

（出典）需給検証報告書（2023年5月時点）、電力広域的運営推進機関の資料等を基に資源エネルギー庁作成

単位【万kW】 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

2023年7月のH1需要見通し※2 469 1,397 5,931 2,612 520 2,905 1,094 529 1,646 171

2024年7月のH1需要見通し※2

( )内は2023年からの増減
486

(＋17)
1,351
(▲46)

5,891
(▲40)

2,554
(▲58)

496
(▲24)

2,804
(▲101)

1,071
(▲23)

510
(▲19)

1,615
(▲31)

170
(▲１)

需要
※1  計画外停⽌率や連系線活用の考慮後の供給力

※2  需要は、最大電力発生時の不等時性を考慮した値
【2023年夏季最大需要実績】

2023/08/25 11:00~12:00
最⾼気温:34.7℃

最大需要実績：488万kW
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【参考】供給力に織り込んでいない要素

⚫ 新設⽕力における試運転では、安定運転のために必要な燃焼試験等の制限はあるが、
実機検証時のトラブルがなければ実需給断面で追加供給力となりうる。

＜ 2024年度夏季に試運転を実施する主な発電機＞

Update要

エリア
発電所名・号機
（電源種別）

設備容量
(万kW)

2024年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

東京
五井

（⽕力）

1号 78.0

2号 78.0

※ 試運転開始後においても、作業停⽌等により試運転不可となる期間がある

3月 ～ 試運転開始
2024年８月
営業運転開始予定

(出典) 需給検証報告書（2024年5月22日）

７月 ～ 試運転開始予定
2024年11月
営業運転開始予定
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【参考】⽕力発電設備の運転開始からの経過年数（東京エリア）

⚫ 今夏の電力需給の見通しにおける、供給力※に含まれている⽕力発電設備には、運転
開始から期間が一定程度経過している設備も存在し、丁寧な状況把握が必要。

（万kW）

（※）2024年7月1日時点
（※）運転開始前の発電設備を除く
（※）出力は送電端を使用

（出典）電力広域的運営推進機関提供資料を基に資源エネルギー庁作成
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【火力発電設備の運転開始からの経過年数（東京エリア）】
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【参考】計画外停止の実績（2023年度夏季）

⚫ 予備率の算定にあたっては、一定程度の割合（2.6％）の計画外停⽌率を盛り込ん
でいるが、昨年度の実需給断面においては、需給検証実施時の想定割合以上の計画
外停⽌が発生している日も存在。今夏についても、丁寧な管理が必要。

【計画外停止の実績（2023年度夏季）】

（出典）電力需給検証報告書（2023年10月）

※ 全電源種の供給⼒に対する計画外停止量および需給検証報告書（2023年5月）において計画されていなかった作業に伴う供給⼒の変化量
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大手電力会社のLNG在庫の推移（2024年5月26日時点）

⚫ 大手電力会社のLNG在庫は、3月以降、寒さ等によってLNGの消費が想定以上のペースで
進み、3月末時点の在庫は過去5年平均を大きく下回る水準となったが、足元では在庫は回復傾
向にあり、最新（5/26時点）の在庫は206万トンと、過去5年平均と同程度の水準となっている。

※大手電力会社に対する調査に基づき資源エネルギー庁作成
※在庫量はデッド（物理的に汲み上げ不可な残量）を除く数量。

単位：万トン

5/26時点（最新）
206万トン
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【参考】夏季の気象予報（６月～８月）

（出典）気象庁HP https://www.jma.go.jp/bosai/season/

⚫ 2024年５月21日に気象庁が発表した３か月予報によれば、今夏の気温の見通しは、
北・東・西日本、沖縄・奄美のいずれの地域も高い見込み。

※2024年５月21日14時00分 気象庁発表

【気象庁解説】
⚫ 地球温暖化や春までのエルニーニョ現象の影響等により、全球で大気全体の温度がか

なり⾼い見通し。
⚫ インド洋熱帯域では西部を中心に海面水温が⾼く、積乱雲の発生が多い一方、フィリ

ピンの東方海上では少ない見通し。
⚫ この影響により、日本の南で太平洋⾼気圧が強く、日本付近には太平洋⾼気圧の縁

を回って暖かく湿った空気が流れ込みやすい見通し。
⚫ これらのことから、日本付近は、暖かい空気に覆われやすい見通し。また、西日本と沖

縄・奄美を中心に、前線や湿った空気の影響を受けやすい見通し。

https://www.jma.go.jp/bosai/season/
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東京エリアの猛暑H1想定と最大需要実績の比較

⚫ 2016年度以降、東京エリアの最大需要実績は、右肩上がりで推移。
⚫ 2023年度の想定値は、2022年度想定値から+179万kWの上方修正（過去最大の上方修

正幅）を行った。
⚫ 2023年度の最大需要は、猛暑H1想定の5,931万kWを406万kW下回る5,525万kW(7月

18日)となった。

（グラフ）東京電力パワーグリッド提供

5,627 
5,600 

5,637 

5,671 5,653 

5,660 

5,752 

5,931 

5,332 

5,383 

5,653 

5,543 

5,604 

5,665 

5,930 

5,525 

5,300

5,400

5,500

5,600

5,700

5,800

5,900

6,000

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

猛暑H1想定

最大需要実績

【猛暑H1想定と最大需要実績の推移】（万kW）

▲406万kW

第65回電力・ガス基本政策小委員会
（2023年9月27日）資料3



15

【参考】住宅用太陽光発電が夏の電力需給に与える影響の推計（東京エリア）

⚫ 2023年の夏季の最大需要時間帯（7/18の15時）が発生した日において、住宅用
太陽光発電による電力需要の押し下げ効果を分析。

⚫ 当該時間帯では約1.2%（約64.6万kW）の抑制効果、24時間では約0.5%（約
5.09GWh）の抑制効果となった。

【2023年の夏季の最大需要日（7/18）のロードカーブ】
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太陽光発電設備のみ（n＝13） 設備なし（n＝374） 需要抑制量
（kW/需要家）

需要抑制量
（万kW/エリア）

エリア需要
（万kW）

抑制効果

0.75 64.6 5,525 1.2％

【最大需要時間（7/18 15時）の抑制効果】

需要抑制量
（kWh/日/需要家）

需要抑制量
（GWh/日/エリア）

エリア需要
（GWh/日/エリア）

抑制効果

5.88 5.09 1,015 0.5％

【1日（7/18）の需要量の抑制効果】

（※）東京エリアのPV設置需要家数を865,748軒として計算（平成30年の住
宅・土地統計調査（2018年度）、一般社団法人 太陽光発電協会
（JPEA）資料（住宅用（10KW未満）太陽光発電の導入状況（2020年
度））より推計）。

（出典）資源エネルギー庁委託調査

※ｋWは太陽光発電のみ需要家・設備なしの需要家のそれぞれの平均
※日中の太陽光稼働時の需要抑制効果を比較するためのものであり、
 夜間を比較するものではない
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2024年度夏季に向けた電力需給対策について

⚫ 2024年度の夏季予備率は、全エリアにおいて、安定供給に最低限必要な予備率3％を確保
できているため、今夏については事前の節電要請を実施しない。

⚫ 他方、供給サイドは、確保している供給力の中に⽼朽化した⽕力発電所が含まれているなど、
構造的な課題を抱えており、設備トラブル等のリスクを踏まえると、今夏の電力需給は予断を許さ
ない状況。

⚫ このため、これらの課題に対応し、今夏の電力需給の安定化に万全を期す観点から、昨冬に引き
続き、発電事業者に対する保安管理の徹底の要請等の供給力対策を講ずることとしてはどうか。

⚫ 加えて、供給サイドの抱える構造的な課題に対応し、電力の安定供給を確保する観点から、再
エネの最大限の活用とともに、安全性の確保を大前提に、地元の理解を得ながら原子力発電所
の再稼働を進めることによる中長期の供給力の確保や、連系線の増強等の構造的な対策を実
施していくこととしてはどうか。

⚫ 仮に大規模発電所の設備トラブル等によって、供給力が不足する状態となった場合には、随意
契約による供給力確保など、機動的な対応を実施する。

⚫ また、需要サイドにおいては企業・家庭の省エネ対策を推進し、エネルギーコストの上昇に強い
省エネ型の経済・社会構造への転換を引き続き図ることが重要。なお、こうした省エネ対策は、
予断を許さない今夏の電力需給に万全を期すことにもつながるものである。



2024年度夏季の電力需給対策（案）
１．供給力対策

⚫ 発電所の計画外停⽌の未然防⽌等の徹底

⚫ 電源の補修点検時期の調整等

⚫ 電力広域的運営推進機関によるkW・kWhモニタリングの実施

⚫ 再エネ、原子力等の脱炭素電源の最大限の活用

２．需要対策

⚫ エネルギーコストの上昇に強い省エネ型の経済・社会構造への転換

（企業・家庭向け省エネ支援策、効果的な省エネ行動をまとめた省エネメニュー）

⚫ DRの更なる普及拡大（工場等のDR促進、家庭用蓄電池等の導入支援）

⚫ 産業界や自治体等と連携した需給ひっ迫時における体制の構築

３．構造的対策

⚫ 連系線の増強等の系統対策の推進

⚫ 容量市場、長期脱炭素電源オークションの着実な運用による供給力確保

⚫ 大規模災害等に備えた予備電源制度の検討

⚫ 揚水発電の維持・強化、蓄電池等の分散型電源の活用

⚫ 原燃料の調達・管理の強化
17



需給ひっ迫時の供給力対策について

⚫ 現時点で、追加供給力公募は行わないものの、大規模電源のトラブル停⽌等により供給力が減少
した場合には、需給がひっ迫する可能性がある。

⚫ 仮にこうした事象が発生した場合には、安定供給の確保の観点から、実施主体の一般送配電事業
者は、資源エネルギー庁とも協議の上、緊急・臨時的な措置として、公募を経ず随意契約による追
加供給力の調達を可能とすることとしてはどうか。
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１．実施可能エリア、実施主体
➢ 発電設備のトラブルはどのエリアでも発生する可能性があることから、実施可能エリアは全エリアとし、実施主体は各エリアの一般送配

電事業者。

２．提供期間
➢ 原則、⾼需要期（７～９月）を対象とする※。 ※発電機トラブル等により、需給ひっ迫が見込まれる場合はこの限りではない。

３．対象電源
➢ 電源及びDR

４．実施可能基準
➢ 以下のいずれの条件にも合致する場合に実施可能とする。

・発電設備のトラブル等が発生し、かつ、復旧見込みが無い場合。
・当該トラブル等により、夏季の電力需給がひっ迫することが見込まれる場合。

５．随意契約可能量
➢ 安定供給に最低限必要な量（対象エリア（広域ブロック））

６．契約の方針

➢ 「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方」の取扱い（（10）必要量まで確保できなかった場合ハ））の取扱
いを参考とし、以下の通りとする。
※随意契約に際しては、以下の対応/要件を前提とする。

（１）kW公募に準じた対応であること（追加性等の要件、託送料金による費用回収等）
（２）今夏の提供期間に供給力供出が確実な案件を調達すること
（３）応札価格ベースでの契約協議が可能な案件を調達すること

【緊急・臨時的な随意契約の案】
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【参考】一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方
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【参考】業界団体等への働き掛け

⚫ 2024年度夏季は、全エリアで安定供給に最低限必要な供給力の確保はできているも
のの、想定外の事象が生じた場合は、安定供給に支障が生じるおそれがあることから、発
電事業者等に対して各種の要請を実施。

要請事項 要請先 具体的内容

・保安管理の徹底

・発電事業者 ・保安管理等の徹底及び計画外停⽌の未然防⽌

・電気管理技術者及び電気保安法人
・夏季の自然災害に備え、電気工作物の入念な点検を実施するとともに、
必要に応じて電気工作物の設置者に対し、補強・補修・修理等を指
示又は助言するなど、電気設備の保安管理の徹底

・再エネ発電事業者
・業界団体を通じて、メンテナンス時期の調整や早期の実施を求め、⾼
需要期の発電量の安定化を図る

・燃料確保
・発電事業者
（⽕力発電設備を有する事業者）

・「需給ひっ迫を予防するための発電用燃料に係るガイドライン」に基づく、
燃料確保の徹底

・自家発電設備の活用 ・特定自家用電気工作物の設置者
・小売電気事業者やアグリゲーターとのDR（ディマンド・リスポンス）契約
の締結

・卸電力取引所への積極的な電力供出の準備

・供給力確保等 ・小売電気事業者
・相対契約や先物市場等を活用したリスクヘッジ
・ディマンド・リスポンス契約の拡充等の検討

＜電力需給対策を踏まえた各種要請＞
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【参考】2024年度全国の月別の補修量分布

（出典）2024年度供給計画を基に資源エネルギー庁にて作成

⚫ 発電事業者には、夏季⾼需要期（7月～9月）及び冬季⾼需要期（12月～3月）について、
既に補修点検の実施を回避いただいているが、端境期（特に6・11月）の電力需給にも配慮
しつつ、広域予備率も参照しながら、さらなる補修時期の調整に取り組む。
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【参考】kW・kWhのモニタリングの実施

⚫ 広域機関は、冬季に実施したように、夏季の電力需給検証後の供給力等の変化を継
続的に確認することとし、①kW予備率のモニタリング（1週間先までの週別バランス評
価）、②kWhモニタリング（2か月程度先までの余力推移）を定期的に実施し、ＨＰ
にて公表予定。

4か月~2か月程度前

需給検証

kWモニタリング
1週間前

最新の気象予報を基に、kWの需給バランス
を予備率として評価する。また、週間計画とそ
の後の計画における変化について事後にモニタ
リングを行う。

2週間前

kWh余力率管理2か月前

kWhモニタリング

リスクシナリオを踏まえた見通しを示すことで発電事業者や
小売電気事業者などに適正な供給力（kWh）確保や
余力の管理を促す

kWh不足が生じた場合に、国、広域機関、
一送が需給対策を講じるための指標を定め、
確認する

kWh

kW 電力需給検証報告書では過去10年の
中で最も猛暑だった年度並みの気象を
前提とした需要での需給バランスkW評
価を行う

月間・週間需給予想

１ヶ月～１週間前
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